
23

小林　正英

EU on Security Policy: Dish Washing Chef?
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Abstract
EU’s acquisition of full foreign and security policy capability is in progress but still in

transitional phase as process of including Commission has just started.  After placing col-

lective defense clause in its Constitutional treaty and adopting its first security strategy,

full and organic cooperation with Commission would be sine qua non in its establish-

ment as “civil-military body” to successfully differentiate as security actor other than

NATO qualitatively rather than traditional quantitative demarcation between EU’s CFSP

(ESDP) and NATO; “where NATO as a whole is not engaged, (to) launch and conduct

EU-led military operations”.

要　約

EUの安全保障政策形成は憲法条約における集団防衛条項の取り込みによって完成しつ

つあるが、NATOとの「棲み分け」という観点からは、EU安全保障戦略に見られるよう

な新たな質的役割分担を目指していると思われる。

キーワード

欧州連合（EU） ／ 北大西洋条約機構（NATO） ／ 安全保障政策 ／ 危機管理

欧州の安全保障・防衛おける主体性（ESDI） ／ 欧州安全保障・防衛政策（ESDP）

共通外交・安全保障政策（CFSP） ／ ペータースベルク任務 ／ 加重特定多数決（QMV）

建設的棄権 ／ 補完性の原理 ／ 強化協力 ／ 緊密化協力

ヘルシンキ・ヘッドライン・ゴール（HHG） ／ 同 2010（HHG2010）

共同統合任務部隊（CJTF） ／ NATO対応部隊（NRF） ／ EU安全保障戦略（ESS）

アメリカ国家安全保障戦略 ／ ワシントンNATO戦略概念 ／ 多国間主義

「ならず者国家」 ／ 「破綻国家」 ／ テロ ／ 大量破壊兵器（WMD）

戦闘群（Battle Group）構想



序

欧州政治統合には、従来、特に冷戦終焉ま

で、二つの大きなタブーがあった。軍事を含

む安全保障政策と、外交・安全保障政策の超

国家化である。前者は NATOの結束に関わ

る問題であり、後者は欧州統合史における政

府間主義と超国家主義の間の葛藤に関する問

題である。冷戦終焉後、前者については東西

冷戦の呪縛からは脱したが、EU拡大に伴う

中立諸国の EU加盟により、新たな問題が台

頭した。後者については、ドロール委員長期

の EU設立を巡る政治闘争の中で、「樹木構

造」と「神殿構造」の議論として表出し、委

員会はあらためて外交・安全保障の分野から

遠ざけられた。

しかし、EUは現在、徐々に独自の軍事能

力を整備しつつあるとともに、危機管理にお

ける民生面を強調することにより、EU中の

超国家的側面の CFSPへの「浸食」という挑

戦を受けている。また、EUが軍事能力を整

備すればするほど、NATOとの競合が問題と

なっている。本稿では、これらの問題につい

て、時系列的な分析をもとに検討を行うこと

としたい。

EU安全保障政策の展開

（1）共通外交・安全保障政策（CFSP）

導入まで

欧州統合の過程では、長い間、安全保障政

策はタブーであった。第二次世界大戦後の欧

州安全保障体制は、ダンケルク条約およびブ

リュッセル条約によって英仏を中心に欧州諸

国によって構築が開始されたが、その後、欧

州安全保障問題へのアメリカの参加を確保し

て北大西洋条約締結と NATO設立に漕ぎ着

けると、欧州側主体の努力は改正ブリュッセ

ル条約によるWEUとして極小化され、事実

上凍結されて「眠れる森の美女」と揶揄され

るに至った。欧州統合過程との関連では、50

年に欧州防衛共同体（EDC）、60 年代にフー

シェ・プランという安全保障問題もしくは安

全保障問題を含む政治連合に関するプロジェ

クトがそれぞれ提案され、議論されたが最終

的に実現には至らなかった。60 年代のデタ

ントとそれを背景にした多極化の動き、さら

にはベトナム戦争によるアメリカの国力低

下、ドル危機や石油危機といった通商政策と

外交政策のリンケージ化などもあり、欧州統

合参加各国は欧州政治協力（EPC）という EC

の枠外での外交協力枠組みを構築した。しか

し、このときも NATOとの競合を回避する

ため、安全保障問題は議題から除外されてい

る。80 年代に入ると、新冷戦の影響下に安

全保障に関しても欧州の主体的外交が模索さ

れ、当初、欧州統合過程の枠外で、WEUの

再活性化を通じた努力が展開された。依然と

して、欧州統合過程の中に安全保障問題を組

み込むことはタブーであったのである。しか

しながら、冷戦の終焉という突然の国際環境

の変化が欧州を襲うことになる。

冷戦の終焉により、安全保障政策への接近

が開始された。この時期の欧州安全保障政策

への接近の経路は大別して三つある。第一は、

東西ドイツの統一である。統一によるドイツ

の突出を危惧した英仏などは、当初は統一そ

のものに反対であった。しかし、統一が阻止

できないとわかると、対外政策を欧州統合の

ポートフォリオに組み込むことによって「欧

州のドイツ化でなくドイツの欧州化」を実現

することでドイツの突出を担保しようとした

ものである。また、第二には、東西の対立構

造が消滅したことにより、いわゆる西側陣営

の結束の重要性が相対化したことも理由とし
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てあげられるであろう。第三には、欧州統合

の深化のモメンタムをあげることができるだ

ろう。欧州統合過程は、84 年のドロール委

員長就任以来、92 年市場統合計画、通貨統

合（ユーロ導入）とモメンタムを回復しつつ

あり、その一環に従来からの懸案であった政

治統合の実現があった。以上のような諸要因

の複合によって、93 年の EU設立に伴う CF-

SP導入が実現したのである。

しかし、当初 CFSPが設置されたマースト

リヒト条約１では、軍事的な側面は依然とし

て対象外とされたとともに、超国家的な統合

方式をとる ECと、政府間協力である CFSP

および司法・内務協力（JHA）を分離する

「神殿方式」を採用することにより、委員会

の CFSPへの関与は慎重に警戒された。欧州

独自の軍事行動については、WEU加盟国間

では 92 年のペータースベルク WEU閣僚理

事会における、いわゆるペータースベルク任

務の採択により、ほぼコンセンサスが得られ

ていたものの、EUとしては欧州統合過程に

軍事的側面を包含することについての議論の

未成熟であったことおよび冷戦の終焉に伴う

中立諸国の EU加盟が予見されたことなどに

より、その EUへの取り込みは回避されたの

である。マーストリヒト条約では、CFSPに

関する政策手段として、「共通の立場（Com-

mon Position）」および「共通行動（Joint Ac-

tion/Action Commune）２」の 2本立てとされた。

ただし、「共通行動」は欧州理事会の策定す

る一般指針に基づくとされていた。また、総

論的な J1 条 3 項では CFSP実施の手段とし

て加盟国間のシステマチックな協力について

も言及されていたので、これらを含めれば 3

ないし 4 の政策手段と見ることも可能であ

る。主要政策手段のうち、「共通の立場」は

加盟国の外交姿勢の協調を促すもので、条文

中に意思決定の方式は示されず、基本的に

EPCの慣例を守って全会一致による採択が行

われることが示唆されていた。「共通行動」

は特定の政策実施について加盟国に協調行動

を求めるもので、欧州理事会の採択（すなわ

ち全会一致）による一般指針に基づいて、加

重特定多数決（QMV）による採択を行うこと

が条約中 J3 条に明記された。また、J4 条 2

項において「共通行動」の対象から軍事的な

政策が外されていた。能力面に関しては、

WEU加盟国による付属宣言として WEUの

EUへの関連づけがなされたが、あくまでも

萌芽的なものであった。このように、マース

トリヒト条約で規定された CFSPは、全会一

致を基調とし、一カ国の反対が CFSP全体を

麻痺させうる機能的に不十分なものであった

とともに、軍事的な政策を除外し、必然的に

具体的な軍事的能力を欠くものであった。

（2）アムステルダム条約における軍事

的政策・能力の導入

アムステルダム条約では、軍事面を EUの

対象任務として加えたことに伴って、代表・

機構、政策手段、多様性および能力の各方面

で実質的かつ着実な進展があった。アムステ

ルダム条約では、軍事的なインプリケーショ

ンを持つ政策は「共通行動」の対象としない

としていたマーストリヒト条約での記述が削

られ、WEUの「ペータースベルク任務」（主

に危機管理任務）の内容が、EUの行う任務と

して 17 条（旧 J7 条）に規定されることとな

ったのである。そして、この「ペータースベ

ルク任務」導入をベンチマークとして、

EU/CFSPの各側面に変化がもたらされるこ

ととなった。代表・機構面では、安全保障主

体に求められるような権限の集中と、一元的

な決定を可能にする、下支えとなる機構の整

備が行われた。中立国などへの配慮に関して

は、決定の一元化を可能にすることを大前提
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に、異議申し立てを行う加盟国のための「逃

げ道」を準備した。EUとして「ペータース

ベルク任務」を実施すると規定したため、

EU独自の能力整備への道が開けたのもアム

ステルダム条約における進展である。以下、

詳細について検討する。

まず、代表および機構の面についてみると、

同条約では、安全保障政策面での EUの可視

性を高めるため、CFSP上級代表を欧州理事

会事務総長兼任職（以下 HR/SGと略記）と

して設置したとともに、安全保障政策の実効

性を高めるため、政策企画・早期警戒ユニッ

ト（Policy Planning and Early Warning Unit: PPEW）

を設立した。政策手段としては、「共通の立

場」と「共通行動」に加え、「共通戦略

（Common Strategy）」というツールが導入され

た。「共通戦略」は、理事会が提案して欧州

理事会が採択する。この「共通戦略」の策定

に関しては理事会においても全会一致が採用

されるが、いったん策定された「共通戦略」

に則った、あるいは「共通戦略」を実施する

ための「共通の立場」や「共通行動」などの

採択などに関しては、理事会は QMVで意思

決定が行えることとなった。これは、既にマ

ーストリヒト条約で敷かれていた、総論的な

全会一致を確保した上での実施面での QMV

という路線を、制度的にいっそう具現化した

ものであった。

ただし、この意思決定面での強化には、多

様性の確保という観点から２つのエスケープ

が用意されていた。1 つは、QMV 換算で 3

分の 1 を超えない範囲で、「建設的棄権」が

認められたことである。この「建設的棄権」

の立場を表明した加盟国は、当該決定に縛ら

れないこととされた。また、国家政策上の問

題から QMVによる決定に反対する国があっ

た場合には、理事会は QMVで欧州理事会に

全会一致で当該事項に関する意思表示を求め

ることができるものとされた。マーストリヒ

ト条約時の規定、すなわち同条約に付属する

宣言３の中で、CFSP分野での採決に関しては、

QMVであったならば採択されている状況が

存在する場合には、加盟国は最大限それを尊

重する、とのみ定めていた規定と比較すれば、

アムステルダム条約での改訂が CFSPの機能

不全の解消に向かっての前進であったことは

明確であろう。

ニース条約では、安全保障政策関連の機構

整備が進むとともに、「強化協力（enhanced

cooperation）」メカニズムが CFSPに導入され

た。政治・安全保障委員会（PSC/COPS: 以下

COPS と略記）が条約上の正当な位置づけを

得て公式に樹立された。また、「強化協力」

は、アムステルダム条約で導入されていた一

種の先行統合を実現するメカニズムを CFSP

分野に導入したものである。これは、アムス

テルダム条約で導入された「建設的棄権」制

度とネガ・ポジの関係にあるような制度であ

り、一部の加盟国がより統合を深めるような

政策をとれるようになったものである。しか

し、ニース条約の時点では、軍事・防衛関連

事項はこの「強化協力」の対象外とされてい

た。

欧州統合過程において、50 年代の三共同

体の設立と 93 年の EU設立に続く制度的発

展をもたらすと思われる欧州憲法条約は、04

年 6 月にようやく加盟国の合意を得、04 年

秋の署名が予定されている。すなわち、同条

約はいまだ公式署名および発効に至っていな

いが、CFSPに関する部分については草案作

成以来ほとんど加盟国間の議論の対象となっ

ておらず、今後の同条約署名および批准プロ

セスの中でも変更はほぼあり得ないと思われ

る。憲法条約草案では、条文の大幅な整理が

行われたものの、これまでの CFSPの構造は

基本的に引き継がれている。ただし、代表の
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問題では比較的大きな変化が見られたととも

に、対象任務の面では将来の発展に寄与する

潜在性を秘めた変化が盛り込まれることにな

った。以下、詳細について述べる４。

まず、代表の問題であるが、HR/SGと欧

州委員会の対外政策担当委員の職務を統合

し、EU外相（Union Minister for Foreign Affairs）

であると同時に委員会副委員長であるとし

た。これは、これまで委員会の対外関係担当

委員と HR/SGの職能の分担にやや混乱があ

ったものを整理したものである。委員会の影

響力が強化されたのか、HR/SGが委員会に

席を得たと捉えるべきなのかは定かでない

が、ソラナ HR/SGの「横滑り」が決定して

いるため、後者と見るのがとりあえず妥当と

思われる。今後については運用次第であるが、

EUとしての対外政策の一元化に寄与するこ

とは確かであろう。

政策手段については実質的に大きな変化は

見られないが、大幅な整理がなされている。

これまで一般指針、「共通戦略」、「共通行動」、

「共通の立場」および加盟国間協調と分類さ

れてきた５政策手段が、一般指針と加盟国間

協調の他は、「欧州決定」として一元化され

た上で、「連合の行動（action）についての欧

州決定」、「連合の立場（position）についての

欧州決定」、「連合の行動および立場の実施

（implementation）についての欧州決定」と整理

されたのである６。実施についての「欧州決

定」の設置は、EUが危機管理を含む様々な

CFSP活動を展開していくことに対応したも

のと考えられる。

多様性という観点からは、「建設的棄権」

条項７が引き継がれた一方で、「強化協力」条

項は「構造協力（structured cooperation）」と呼

称を改め、軍事面での政策を主眼とするもの

として生まれ変わった８。「強化協力」が軍事

面を明確に除外していたことを考えると 180

度の転換である。関連して、対象任務の側面

では、相互防衛に関する条項を一部加盟国間

の「緊密化協力（closer cooperation）」として

EUに取り込んだ９。これが「構造協力」と別

条項になっているのは、相互防衛には当初か

ら参加する国があること（WEU加盟国となる

ものと思われる）、後発国の参加規定が「構造

協力」とは異なること（「構造協力」への参加

に関しては既に当該「構造協力」に参加している

国々による票決が規定されている）によるもの

と考えられる。

能力面では、欧州防衛庁（European Defence

Agency）10の設立が規定されている。装備庁

は加盟各国の軍事能力運用上の要求に応じ、

調達、開発などの装備面で加盟国間の協力を

図るものである。防衛庁が対象とする装備は

何も危機管理任務に限定されるものではない

ため、装備協力が装備の共通化・共有化を経

由して EUの軍事主体化に寄与する可能性を

視野に入れておかなければならない。

全体として、憲法条約草案は、決定の仕組

みや代表の問題において簡素化・一元化を図

ることにより EUを安全保障主体として強化

しようとするとともに、相互防衛（集団防衛）

を取り込むことで、EU がタブーのない、

full-fledgedな超国家主体に発展していくため

の堅牢な土台を構築しようとするものと言え

る。

以上、見てきたように、EUはマーストリ

ヒト条約による EU 設立と CFSP の導入以

後、特に安全保障政策面における加盟国の多

様性に鑑み、「建設的棄権」の導入に見られ

るような一部加盟国の不参加と、「構造協力」

の導入に見られるような一部加盟国の先行と

いう両方面の許容を通じて、段階的に非軍事

的危機管理から集団防衛までを含む包括的な

安全保障政策を政策対象に含めるに至ったと

言えよう。

EU安全保障政策の発展［小林正英］

27



（3）EU 独自の能力構築と活動の実際

EUの独自能力の構築は、97 年に調印され、

99 年に発効したアムステルダム条約によっ

て道が拓かれたものであるが、同条約が調印

された時点では、EU独自能力構築に関して

確実な青信号が灯っていたわけではない。こ

の点に関しては、99 年 5 月に同条約が発効

するまでの期間に重要な政治的出来事があっ

たことを指摘しておかなければならないだろ

う。それが 98 年のサン・マロ英仏首脳会談

である。同首脳会議において、英仏両国政府

は、大西洋関係に配慮しつつも、安全保障政

策における EUとして独自の意思決定能力と

活動能力を構築することに合意したのであ

る。その結果として、アムステルダム条約発

効後の 99 年 6 月、ケルン欧州理事会におい

て ESDP（欧州安全保障・防衛政策）が明確に

打ち出されたのである 11。これらの経過を経

て、EUとして安全保障問題を取り扱えるよ

うになっただけでなく、EU独自の能力構築

に関しても青信号が灯ったのである。このよ

うに、アムステルダム条約およびケルン欧州

理事会以後、EUは、軍事的・非軍事的安全

保障政策遂行能力を徐々に構築しつつある

が、その過程においては頑ななまでに政府間

主義を貫いている。以下、軍事的独自能力整

備の過程と実際に実施された活動の実態、そ

して非軍事的な活動能力の整備の過程を検討

することとする。

EU独自能力の構築は、99 年 12 月のヘル

シンキ欧州理事会にてその具体像が示され

た。いわゆる「ヘルシンキ・ヘッドライン・

ゴール」（以下 HHGと略記）である。これは、

最大 15 旅団もしくは 5-6 万人規模の部隊を 1

ヶ月以内に展開するとともに、それを 1年間

持続できる能力を 03 年までに整備するとい

うものであった 12。その後、00 年 11 月には

参加各国間で供出能力会議（Capability Com-

mitment Conference: CCC）が開催され、最大

10 万の人員の供出が誓約された。ただし、

通常、6 万人規模の部隊を 1 年間展開する際

には 3 交代制が採用されると考えられるた

め、18 万人の人員が必要であるとされる。

このことから考えると、00 年以後に供出可

能人員リストの追加も特にないことから、03

年末の時点で HHGが充足されたとは言えな

い 13。また、同展開に必要とされる戦略的空

輸能力についても、欧州独自開発の輸送機で

ある A400Mの開発に 07 年まではかかると言

われていることから、これ以前に HHGが完

全に充足されることはない。しかしながら、

HHGで示されたのは最大の能力であり、よ

り小規模な活動であればこの最大の能力の準

備がなくとも実施可能である。実際に、アメ

リカ同時多発テロ発生後の 01 年 12 月のラー

ケン欧州理事会では「いくらかの（some）」

「ペータースベルク任務」を実施可能である

との宣言が発出されたとともに、翌 02 年 12

月のブリュッセル欧州理事会では、EUとし

て全「ペータースベルク任務」の実施が可能

である旨宣言されている。

軍事的意思決定の側面では、00 年 12 月の

ニース欧州理事会にて、理事会の意思決定に

貢献する諸機構の設立が正式に決定された。

すなわち、政治面での意思決定を助ける政

治・安全保障委員会（前述の COPS）、軍事的

な専門意見を PSCに提供する EU軍事委員会

（Military Committee of the European Union: 以下

EUMCと略記）、安全保障政策上の情報収集や

実際の EU主導作戦を指揮するとされる EU

軍事幕僚部（Military Staff of the European Union:

以下 EUMSと略記）である。また、翌 01 年 4

月 9 日には理事会によってフィンランド軍参

謀総長のグスタフ・ハーグラント（Gustav

Hägglund）将軍 14が任期 3 年の EUMC 議長
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（CEUMC）に任命された。これによって EU

として安全保障政策における独自の意思決定

および軍事活動の実施態勢が整ったことにな

る。

実際の活動面については、03 年を EUによ

る活動の「元年」であったとすることができ

るだろう。03 年 1 月 1 日から初の CFSPオペ

レーションである E U 警察ミッション

（EUPM）をボスニア・ヘルツェゴビナで展開

開始し、同年 3月 31 日より 12 月 15 日まで、

初の軍事活動（PKO）としてマケドニアでの

"Concordia"作戦を約 400 名の人員で展開、6

月 12 日から 9 月 1 日までコンゴ民主共和国

での PKO、"Artemis"作戦をフランス軍主導

で展開した。これらの活動は、いずれもフ

ル・スケールのペータースベルク任務にはほ

ど遠い規模であったり（"Concordia"作戦）、

EU/CFSP枠内ながら実態として各国ベース

のものであったり（"Artemis"作戦）と、EUの

「活動実績作り」の観が拭えないだけでなく、

実際のところ、どれだけ「EUの」活動であ

ったかはきわめて疑問である。

これまでに行われた EUとしての軍事活動

である"Concordia"および"Artemis"両作戦で

の、EU の機構的関与は非常に低い。以下、

EUの機構的関与について、意思決定、作戦

運用、予算の各方面について検討してみるこ

ととしよう。まず、意思決定面については、

両作戦とも、国連安保理決議をベースとし、

理事会での共同行動としての採択を経て実施

されているとともに、その実施に関しては、

COPSによる政治的管理と、EUMCによる軍

事面の監視が定められている。この点に関し

ては、EU/CFSP/ESDPの基本的なあり方に忠

実であり、それ以上でもそれ以下でもない。

ただし、EUMSについて言えば、"Concordia"

作戦では「ベルリン・プラス」合意に基づい

て NATO欧州連合軍最高司令部（SHAPE）が

作戦面で協力し、"Artemis"作戦の場合にはそ

もそもフランスが名実とも「枠組み国家」と

して展開したため、その機構的関与は極小化

されていた。事実、両作戦関連の理事会決定

においても EUMCの関与は特に言及されて

いない 15。EUMSの作戦運用面への関与とい

う点でも、両作戦ともに実質的にフランス軍

主体の活動であるために極小化されている。

公式にフランスが「枠組み国家」となり、作

戦本部がパリに置かれた"Artemis"作戦は言う

に及ばないが、「ベルリン・プラス」合意に

則り、当初ファイスト NATO欧州連合軍最

高副司令官（DSACEUR）（ドイツ）が指揮を

執った 16"Concordia"作戦においてもフランス

が実質的に「枠組み国家」として主導してお

り 17、EUMSの出る幕はないのである。予算

面では、欧州連合条約 28 条の規定により、

理事会が全会一致で決定すれば、各国ベース

以外の、より「共同体的」な負担分担も不可

能ではないが、"Artemis"作戦はもとより、

"Concordia"作戦においてもあくまでも各国ベ

ースの負担となっている。"Concordia"作戦で

は、同作戦に参加した EU13 カ国が総額 620

億ユーロのうち 84.5%を GDP比に応じて負

担し、残る 15.5%を EU加盟国でない「第三

国」の三カ国がやはり GDP比を基準にして

負担した 18。このように、軍事的な CFSP活

動においては、象徴的な政治的意思決定の部

分を除き、「EUの」活動としての要素はいま

だ限りなく薄いのが現状である。

ただし、趨勢的に見れば状況は安全保障政

策の「EU化」の方向に向かっていることは

明白である。第一に、前述のような EUとし

ての軍事活動は 03 年以前には皆無であった

ことがある。その実施形態がいまだ各国間ベ

ースに近いものであるとしても、"Concordia"、

"Artemis"両作戦は EUの旗を掲げて実施され

た軍事活動であり、間違いなく「EU化」に
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向けた一歩ではある。また、04 年内に、懸

案のボスニア平和維持軍も NATO 主導の

SFORから EU主導の部隊に委譲されること

が確実視されていることも追い風となるだろ

う。実際、03 年末現在でも SFORに派遣さ

れている米加両軍の人員は全 SFOR 約 1 万

2000 名のうちの約 3000 名に過ぎず、大半は

欧州側の人員である。第二に、継続的なフラ

ンスの ESDP強化に向けた主導権の発揮があ

る。当初、98 年にサン・マロ合意の際には

フランスはイギリスと協調し、03 年には欧

州安全保障・防衛連合（European Security and

Defence Union: ESDU）構想などに見られる大

陸欧州諸国との協調 19と、ボスニアでの EU

としての作戦実施および後述する HHGの改

訂版とも言えるヘルシンキ・ヘッドライン・

ゴール 2010（以下 HHG2010）の策定における

イギリスとの協調の平行など、パートナーの

組み替えという戦術変更の様子は伺えるが、

フランスの ESDP推進という戦略は一貫して

いる。既に見たように、"Concordia"、"Artemis"

両作戦がともにフランス主導であったこと

は、この裏付けとなるだろう。このようなフ

ランスの欧州政策の姿勢は、少なくとも現在

のシラク政権が続く 07 年までは継続するも

のと考えられる。第三に、EUとしての軍事

的計画策定能力の向上が予見されることも

EU 各国の安全保障政策の「EU 化」への肯

定的な材料となるだろう。"Concord ia"、

"Artemis"両作戦において EUMSが演じた役

割は非常に限定的なものであった。この方面

での能力不足は ESDPを主導する各国におい

ても認識されており、ESDU構想の「目玉」

の一つとしてあげられたのがブリュッセル近

郊のテルビューレンにいわゆる「EU総司令

部」（European capabilities for operational planning

and conducting EU operations）を設置することで

あった。最終的に、EUとして独自の総司令

部的機構を設置するのではなく、NATO の

SHAPE内に、必要に応じて「班」（cell）を設

置することで妥協が図られたが、EUとして

活動する際の軍事的作戦立案能力の向上に資

することは確実である。さらに付け加えれば、

第四に、憲法条約において集団防衛が EUの

枠内に取り込まれるとともに、防衛庁が設立

される見通しであることも肯定的な材料とな

る。以上のように、趨勢としては確実に安全

保障政策の「EU化」が進捗する方向にある

といえるだろうが、それは現在の見通しでは

あくまでも政府間方式に則ったものである。

また、ヘルシンキ欧州理事会では軍事的危

機管理と並んで非軍事的危機管理の側面の強

化にも注力し、「ペータースベルク任務」実

施における文民分野についても議長国報告を

発出した。危機管理における文民分野に関す

る機構・能力整備は具体的にはこのヘルシン

キ欧州理事会を出発点とし、以降、翌 00 年

3 月のリスボン欧州理事会を経て、同年 5 月

22 日の一般理事会（GAC）にて、理事会の作

業会合（Working Party）としての危機管理に

おける文民分野に関する委員会（Committee

for Civilian Aspects of Crisis Management）の設立

を決定した。同年 6月のフェイラ欧州理事会

では警察、法の支配の強化、民生行政の強化

および民間防衛といった優先分野を列挙し、

特に警察に関しては警察版 HHGとも言うべ

き具体的な数値目標を掲げた 20。しかし、こ

れらの優先項目のための機構整備でも、あく

までも理事会事務総局の主導の下、委員会と

の協調・調整を確保しつつも、「個々の危機

に際し」、「引き締まった、効率的な、非官僚

的な（lean, effective, non-bureaucratic）」都度的

（ad-hoc）調整センターの設置のみに言及する

にとどめる 21など、超国家主義の「浸食」を

非常に警戒している様子が伺える。実際に、

危機管理における文民警察の活用は、既に政
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府間機構であるWEUにおいてもマケドニア

警察諮問ミッション（MAPE）として実施さ

れていた経験がある。また、司法・行政の専

門家のプールに際しても、あくまでも都度的

に各国間協力ベースで行われるべきものとさ

れた。

以上のように、EUは軍事・非軍事の両面

で独自の活動能力・機構を整備しつつある

が、これまでに実施された活動での EUとし

ての機構的関与が極小化されているだけでな

く、委員会などの EUの超国家的側面が貢献

しうると思われる非軍事的側面においても、

その「浸食」は非常に警戒されていることが

わかる。

NATO との「棲み分け」と国
連との連携

（1）EU-NATO間の機構的関係の構築

EU-NATO関係の前身となったのは、WEU-

NATO関係であった。80 年代中盤以降、新冷

戦などの国際環境の変化と、それに伴う「ユ

ーロ・ミサイル危機」および欧州統合の深化

などの影響により、フランスをはじめとする

欧州各国はまずWEUを舞台として安全保障

面での欧州の主体性獲得を試みていた 22。84

年 10 月にWEUは 54 年の結成以来初の閣僚

理事会を開催したとともに、以後定期的に同

理事会を開催することとなった。冷戦終焉後、

ドイツ統一を触媒として EUの設立と CFSP

の導入が行われる中、92 年から激化したボ

スニア・ヘルツェゴビナ紛争への対応を巡っ

て、WEUは欧州を代表する「ミリタリー・

アーム」として「ペータースベルク任務」を

打ち出し、地歩を確立する機会を得た。「東

西ドイツの統一が政治統合部門を欧州連合に

組み込ませたように、ボスニア、コソヴォの

危機は、欧州連合自体に防衛能力を持たせる

という、1996 年 6 月のケルン欧州理事会の

歴史的決定を導いた 23」のである。しかし、

結局、同紛争は NATOの介入によって解決

されるところとなり、WEUの自律的な活動

という選択肢はフェード・アウトしていっ

た。

WEUは、その後、NATOとの連携メカニ

ズムを構築する路線を選択することとなっ

た。このプロセスは、具体的には 94 年 1 月

のブリュッセル NATO 首脳会議における

CJTF構想の承認と 96 年 6 月のベルリン NA-

TO理事会における合意形成（いわゆるベルリ

ン合意）によって一応の完成を見た。NATO

はその危機管理任務への関与の形態として

NATOコマンド・ストラクチャーの一部稼働

を可能にする CJTFという方式を開発し、そ

の CJTFのあり方の一つとして、慣例として

欧州人が務める DSACEURが、WEUとして

の意思決定に従って作戦を実施しうることに

合意し、その具体的な手順について決定した

のである。EUは、マーストリヒト条約 J4 条

2 項において、WEUを「EU発展の不可欠な

一部」とし、曖昧ながら明文的な言及を行っ

て機構的な連携を樹立していた。これらのメ

カニズムの確立により、WEUに加盟してい

る EU各国は、必要ならば、EUとしての結

束を損なわないよう配慮しつつも、中立諸国

を含まない WEU として意思決定を行い、

NATOの CJTFを利用した作戦活動を実施で

きるようになった。EU に加盟していない

NATO各国、特にアメリカやトルコも、NA-

TOアセットを CJTFとしてWEUに貸与する

に際しては NATO理事会での全会一致の承

認が必要なため、政治的な影響力を確保した

のである。この協力メカニズムは、一連の

NATO/WEU合同危機管理演習（CRISEX）に

よって、実際の展開が可能な段階まで到達し

ていたとされるが、現実に展開される前に次
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なる転機を迎えることとなった。

98 年 10 月のブレア英政権の方針転換と同

年 12 月の英仏サン・マロ首脳会議、そして

翌 99 年 5 月のケルン欧州理事会での ESDP

樹立は、安全保障主体としての EUの発展と

新たな「産みの苦しみ」をもたらした 24。

ESDP樹立により、狭義の（WEUを媒介とし

ない）EU-NATO関係が初めて公式な議題と

なることとなったが、これは、同時にこれま

でWEUを媒介することによって回避してき

た諸問題を正面から取り上げなければならな

くなったことを意味していた。すなわち、

EU加盟国中の中立諸国の問題と、安全保障

主体としての EUの適合性の問題である。ま

た、WEUを名宛人として一度は成立してい

た NATOとの取り決めを、今度は EUを名宛

人として作成し直すことは、単純に新たな政

治的駆け引きのチャンスを、それを望む関係

国全てに与えることでもあった。まず、EU

加盟国中の中立諸国や、中立ではないが伝統

的に CFSPに関して独自のスタンスを取るデ

ンマークをどう処遇するかについては、EU

の持つ、統合深化を担保しつつ多様性を保護

するメカニズムが用いられることとなった。

これが前章で述べた「建設的棄権」および

「強化協力」、「構造協力」である。また、安

全保障主体としての EUの整備とは、ESDP

導入以前には EUに存在していなかった軍事

専門職の EU意思決定機構への組み込みや保

秘に関する仕組みの構築などがあった。また、

キプロス問題を抱えるギリシャとトルコはと

もに NATO加盟国であるが、ギリシャのみ

EU 加盟国でもあり、EU としての軍事的安

全保障政策に関してはトルコから強い懸念が

表明されていたとともに、トルコの EU加盟

に関するレバレッジとして、NATO側の意思

決定の機会が利用されていたこともこの問題

を複雑化した。

EU･NATO間の公式関係は、99 年 4 月のワ

シントン NATO首脳会議にてその萌芽が見

られた後、発展して 02 年 12 月のいわゆるベ

ルリンプラス合意とその後の EUの活動にま

で至っている。ワシントン NATO首脳会議

の時点では、まだ同年 5月のアムステルダム

条約の発効および同年 6月ケルン欧州理事会

の前であったため、ESDPは公式に樹立され

てはいない。しかし、ワシントン NATO首

脳会議で発出された 2つの主要文書中に既に

EU に関する記述を見いだすことができる。

まず、ワシントン NATO戦略概念では、ES-

DIの項目において、NATOの協力のパート

ナーとして「WEU、そしてそれが可能とな

り、かつ適切である場合には EU」との表現

で初めて EUとの協力関係が盛り込まれた 25。

また、同首脳会議コミュニケでは、いっそう

踏み込んで EUを主要な欧州側カウンターパ

ートとすることを打ち出している 26。アムス

テルダム条約では、将来的なWEUの EUへ

の統合と HR/SG の設置が定められていた。

WEUに関しては、ケルン欧州理事会結論文

書第三付属文書にて、「WEUの機能を EUに

統合」し、「WEUは機構としてのその役割を

完了する」という方針が決定された 27ととも

に、HR/SGに関しては 99 年 10 月にソラナ

元 NATO事務総長が就任し、99 年 11 月から

はWEU事務総長をも兼ねた。従って、00 年

12 月までの NATO外相理事会には、慣例に

従ってソラナ HR/SGが WEU事務総長とし

て参加している。そして、00 年 12 月に初の

EU・ NATO会合が、非公式夕食会として実

施され、01 年 5 月のブダペスト NATO外相

理事会では初の公式な NATO・ EU会合が開

催されたとともに、ソラナ HR/SGが初めて

EUの CFSPの代表者として参加した。また、

同年 6 月に最後の NATO/WEU合同危機管理

演習が終了し、7 月以降、WEU閣僚理事会
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は開催されないこととなったため、ここにお

いてほぼ完全に NATOのカウンターパート

は EUに引き継がれたと言える。

ESDP関連機構の NATOとの接触は以下の

プロセスを経て樹立された。まず、00 年 9

月の EU外相理事会の際に暫定政治安全保障

委員会（COPSi）と NATO理事会との会合が

実現した。次に、00 年 12 月に EUのニース

欧州理事会で COPS、EUMC および EUMS

の公式な設立が決定された。そして、翌 01

年 1 月には EU外相理事会で COPS/NAC会

合は各 EU議長国の任期（半年）ごとに最低

3 回、EU/NATO外相会合については最低 1

回を実施することが決定されたのである 28。

また、同年 6 月にはブリュッセルの NATO

本部にて初の EUMCと NATO軍事委員会会

合も実施された。その後交渉が重ねられ、02

年 12 月、ベルリン合意を発展させた、いわ

ゆる「ベルリン・プラス」合意に至ったこと

により、その後 EUの諸活動が実施されるに

至ったことは前章で見たとおりである。これ

によって、EUは NATOとの間の機構的カウ

ンターパート、CJTF/ESDIの名宛主体として

の地位を完全にWEUから受け継いだことに

なった。

（2）EU と NATOの「棲み分け」

以上見てきたように EUと NATOの間に機

構的関係は構築されたが、問題はその運用で

あった。冷戦期を通じて、WEUは NATOの

存在によって事実上死に体化しており、

EC/EECも EDCのトラウマから軍事的安全

保障をその政策対象から慎重に除外してきた

ため、問題は生じなかったが、危機管理任務

を実施する主体として EUと NATOが並立す

る状況となった現在、両機構間の「棲み分け」

は非常に重要な政治問題となっている。これ

まで呪文のように唱えられてきた EUと NA-

TO の「棲み分け」の方式は、EU が独自能

力の構築を明確にしたヘルシンキ欧州理事会

で議長国結論文書に盛り込まれた「NATOが

全体として関与しない場合に、EUが独自に

活動する」29というものであった。しかし、03

年に策定された欧州安全保障戦略（European

Security Strategy、以下 ESSと略記）などを通じ

て、「棲み分け」の新たな方向性が、安全保

障主体としての特質の違いに基づいたものと

して明確に示されつつある。以下、安全保障

主体としての EUと NATOの比較を、戦略文

書の比較を通じて行うこととしたい。

安全保障主体として EUおよび NATOを捉

えた場合、脅威認識のあり方と対抗手段とい

う安全保障の文脈に則った分析を要すること

となる。EU については 03 年に採択された

EU初の安全保障戦略を取り上げ、NATOに

ついては 99 年ワシントン NATO首脳会議で

策定されたワシントン戦略概念と同首脳会議

コミュニケ「21 世紀における同盟」を取り

上げることとなるが、ワシントン NATO首

脳会議からは既に約 5 年が経過しているの

で、02 年のプラハ NATO首脳会議で発出さ

れた宣言と、同年策定されたアメリカの国家

安全保障戦略を見ることで補うこととする。

まず、脅威認識についてみると、EU と

NATOおよびアメリカの間には大筋における

一致と、わずかな不一致があることがわかる。

EUの安全保障戦略では、脅威認識としてテ

ロ、WMD拡散、地域紛争、「破綻国家」、組

織犯罪の主に 5つが取り上げられている。な

かでも ESDPの対象となるのは冒頭 3種の脅

威と思われるが、このうちテロとWMDの結

合には特に注意が払われている。また、地域

紛争におけるWMDの使用、テロや組織犯罪

が「破綻国家」を温床とすることの可能性に

ついても言及されている。また、テロについ

ては特に宗教的過激派をテロの主体として指
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摘しているとともに、テロの原因として近代

化や文化的・社会的・政治的危機による圧

力、それに外国に居住する若者の疎外感など

をあげている。

99 年のワシントン NATO戦略概念で示さ

れている脅威認識は、欧州・大西洋地域にお

ける不確実性と不安定性、同盟外に存在する

大規模核兵力、NBC兵器およびその運搬手

段の拡散、その他の技術の拡散などがあげら

れている。01 年のアメリカ同時多発テロ発

生以前に策定されたものでもあるため、ここ

ではテロは特に取り上げられていないが、02

年のプラハ NATO首脳会議において発出さ

れたプラハ宣言では、これを補うようなかた

ちでテロとWMDおよびその運搬手段の拡散

が改めて脅威として強調されている。同年策

定されたアメリカの国家安全保障戦略におい

ては、テロ、地域紛争、WMD拡散などが主

に脅威として示されている。テロとWMDの

結合について特に注意を払っているのは ESS

と同じであるが、WMDについての言及の中

では、「ならず者国家（rogue state）」のWMD

への関与にその大半を割いている点は ESS

と大きく異なる点である。また、テロの主体

については特に記述はない。

以上、脅威認識については EU、NATOお

よびアメリカの間におおよその一致と一部の

不一致が見られる。特にテロとWMDの結合

について注意を払う点などは 3者に共通の脅

威認識である。差異としては、NATOが特に

旧ソ連を念頭に置いた核兵力に言及し、EU

がテロの根源的要因について掘り下げた見解

を示し、アメリカが「ならず者国家」という

用語法を用いることなどがある。特にこの

「ならず者国家」に関する認識にはアメリカ

と EUの間に大きな違いがある。アメリカの

国家安全保障戦略では、「ならず者国家」が

WMDを開発し、「ならず者国家」およびそ

のクライアントとしてのテロ組織がWMDを

用いた攻撃を行うというシナリオが描かれて

いる。EU安全保障戦略では、「破綻国家」が

テロ組織の跳梁跋扈を許すというシナリオ

と、特に中東の地域紛争においてWMD軍拡

競争が起こり、WMDが使用されるというシ

ナリオが目を引くところである。付言すれば、

アメリカ国家安全保障戦略で多用される「敵」

という用語は EU戦略には登場しない。

こういった脅威認識の差に関連して、能力

の差について見ることができる。まず、EU

がベルリン・プラス合意を活用するのであれ

ば、EUと NATOの危機管理能力は実態とし

て同一のものとなる。問題は EUがヘッドラ

イン・ゴールに基づいて自前の能力整備を薦

めた場合であるが、その場合、最も問題とな

る戦力投入能力は、おおむね 4,000kmとなる

ことが示唆されている 30。これは、EUの東

と南について見ると、ちょうど東はコーカサ

ス、南はアフリカ大湖地域までをカバーする

範囲となる。他方、NATOについては、02 年

プラハ NATO首脳会議で合意された NATO

対応部隊（NATO Response Force、以下 NRFと

略記）があるが、アメリカがグローバル・リ

ーチを有していることから、政治的な面を別

にすれば、特に NRFに展開能力の限界があ

るとは思われない。また、"Spearhead Force"

たる攻撃的な NRF に比して、あくまでも

「ペータースベルク任務」を達成目標とする

HHGはロー・エンドの軍事政策、いわゆる

戦争外任務（OTW）のためのものであるとい

うことができる。

また、これらの各戦略文書を概観して目を

引くのは、多国間主義（multilateralism）に関

する差異である。この用語法は ESSにのみ

見られるもので、アメリカ国家安全保障戦略

および NATO文書には見られない。EUとア

メリカの戦略文書において、冷戦後の国際安
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全保障環境ではアメリカが卓越した地位にあ

るとの認識は同じであるが、ESSでは、それ

でもアメリカの優位は特に軍事面でのもの

で、いかなる一国も今日の複雑な問題に単独

では対処し得ないとの指摘が同認識の直後に

続く 31。ただし、多国間主義は必ずしも多極

化を指向するものでないことにも注意を払う

必要がある。実際、デホープスヘッフェル

NATO事務総長（04 年現在）も「NATOを多

国間の議論のための中心的な枠組みとして維

持・強化したいのであれば、多国間の議論に

もっと関与しなければならない」と述べるな

どしている 32。これは、NATOの多国間主義

について危機感を示したものではあるが、

NATOと多国間主義を相互排他的に捉えてい

るものではない。

まとめると、ESSと NATOおよびアメリ

カ戦略文書は、類似の脅威を有しながら、そ

の認識において大きな差異を見せていること

がわかる。そのことは、「ならず者国家」と

「破綻国家」の対比、および ESSに見られる

「敵」の不在に見いだすことができよう。「敵」

の不在の一因は、EU加盟国中には NATOと

異なり中立諸国が含まれているため、「敵」

を明示した戦略を採択しにくいという要因が

あることも当然のこととして考えられるが、

同時に、あるいはその結果として、今日の安

全保障上の脅威を多面的な（multifaceted）脅

威として、いわば社会問題的に捉えることに

つながっている。これは、ケルン欧州理事会

で EU独自能力構築に道を開く際に軍事面と

民生面を併記し、ESS を受けて策定された

HHGの改訂版、HHG2010 で改めて EU/CFSP

を民生・軍事主体であると強調する EU安全

保障の特質と言えるだろう。NATOは、北大

西洋条約の規定上、社会問題に取り組むこと

は排除されているわけではないが、現実とし

て明確な軍事同盟としての統があり、また一

般にもそのように認識されていることから、

EU/CFSPを民生・軍事主体と明確に定義す

ることは NATOとの「棲み分け」をもたら

す有力なツールである。また、ESSにおける

「敵」の不在は、「敵なき兵士」と呼ばれる国

連 PKOを連想させ、実際に ESSで強調され

ている国連との連携に際しても好意的な材料

となるものと考えられる 33。以上のような分

析を踏まえつつ、HHGを改訂するかたちで

合意された HHG2010 についても見てみるこ

ととしよう。

HHG 改訂版の必要性が認識されたのは、

当初 03 年 6 月のテサロニキ欧州理事会にお

いてであった。その後、03 年 12 月の ESSを

経て、04 年 6 月のブリュッセル欧州理事会で

HHG2010 として採択された。HHG2010 の必

要性は、特に高次の「ペータースベルク任務」

の一層の明確化が必要とされていたこと 34、

当初の HHG が 03 年までの能力整備を主眼

においており、その後の能力整備についての

指針が必要であったこと、HHG策定後に合

意された ESSの内容を反映する必要があっ

たこと、03 年に行われた各種 EU作戦活動、

就中 "Artemis" のような国連との関係におけ

る作戦実施の態勢を整備すること、03 年よ

り英仏が主導していた戦闘群（battle group）

構想 35、HHGではふれられていない司令部問

題、さらに、憲法条約に言及された欧州防衛

庁構想などを組み込むことなどから導かれた

ものと思われる。

HHG2010 では、「ペータースベルク任務」

の実質的な改訂も行われている。すなわち、

EUとして実施すべき任務として、統合非武

装解除作戦（joint disarmament operations）、テロ

と戦う上での第三国への支援および安全保障

部門の改革の支援が追加されている。また、

能力面では、03 年 2 月および同年 11 月の英

仏首脳会談 36を通じて合意された戦闘群（bat-
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tle group）構想を取り込んだ。この戦闘群構

想は、理事会の危機管理概念承認から 5日以

内に EUとして決定を採択し、また、同決定

採択から 10 日以内に現地でのある。この部

隊規模については、HHG2010 では言及され

ていないが、この母体となった 03 年 11 月の

英仏首脳会談宣言では、各戦闘群は 1,500 名

規模となるとされている。HHG2010 では、

具体的な能力整備のベンチマークとして、04

年内の可能な限り早期に EUMS内に民生・

軍事班（civil-military cell）を設立すること、

04 年内に防衛庁を設立すること、10 年に十

分な能力を満たすことを目指して 05 年に戦

略的輸送に関する合同調整を実施すること、

特に 10 年までに欧州空輸コマンドを十分に

運用可能とすること、07 年までに緊急展開

可能な戦闘群を、輸送能力を伴ったものとし

て整備すること、08 年までに航空団を伴っ

た（1 隻の）空母を利用可能とすること、10

年までに通信能力を改善すること、HHG

2010 を満たすための各国毎の数的ベンチマ

ークを整備することなどを挙げた。

この戦闘群構想は、03 年 2 月の英仏首脳

会談宣言での即応能力の改善という問題提起

を出発点とし、"Artemis" の経験と 03 年 9 月

の「危機管理おける国連・ EU協力に関する

合同宣言」37および 04 年 6 月に欧州理事会

で採択された「EU・国連合同宣言実施のた

めのエレメント」38によって明示的に国連と

の協力の文脈の中に位置づけられることとな

ったものである。ただし、HHG2010 で打ち

出されている戦闘群コンセプトは 120 日間ま

での展開を想定しており、1 年間 3 交代を基

調とする EU部隊の展開パターンにはマッチ

するものの、国連 PKOの 6 ヶ月間を基本と

する展開パターンとの間にはミスマッチがあ

るなどの指摘 39があり、今後このミスマッチ

の推移について見守る必要があろう。

結　語

EUの CFSP/ESDPは、マーストリヒト条約

による CFSP導入を出発点とし、アムステル

ダム条約の「建設的棄権」とニース条約の

「強化協力」といった一部加盟国の不参加・

参加を許容するメカニズムの導入を梃子とし

て加盟国間の多様性や不一致を乗り越えて、

着実に憲法条約おける集団防衛の導入にまで

至ったものである。また、ケルン欧州理事会

以降、特に危機管理の民生面についても重視

されることとなったが、EUの民生的側面に

ついては多大なる専門性を有する委員会など

の超国家的要素の「浸食」は慎重に警戒され

続けている。ただし、憲法条約では HR/SG

が委員会副委員長を兼任する EU外相に置き

換えられることで CFSPと委員会の大きな接

点がもたらされるため、この先行きに関して

は予断を許すものではない。また、EU/CFSP

と NATOの「棲み分け」に関しては、EUが

民生・軍事主体であることを強調することに

より、単なる「料理人と皿洗い」の関係や、

「NATOが全体として関与しない場合にのみ

EU が関与」という役割分担にとどまらず、

質的な機能分化が指向される可能性がある。

ただし、EU/CFSPが民生面を強調すればす

るほど、委員会などの超国家的要素との連携

を深めざるを得ないため、この機能分化が

CFSPに政府間主義・超国家主義という観点

からの質的変化をもたらす可能性があること

は「諸刃の剣」であると言えるだろう。また、

EU/CFSPは国連との連携の強化という側面

でも NATOとの差別化を見せているが、実

際には HHG/HHG2010 の能力整備目標と国連

の危機管理構想の間には齟齬もあり、現在は

過渡期的な状況にある。
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